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令和６年度（２０２４年度）予算の概要

Ⅰ．予算編成の背景

政府は、令和５年１２月８日に「令和６年度予算編成の基本方針」を閣議決定すると

ともに、同月２２日に「令和６年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」を閣議

了解し、これに基づいて同日、令和６年度予算政府案を閣議決定した。また、令和６年

１月１６日に令和６年能登半島地震の復旧・復興のため、予備費を倍増する変更を行っ

た修正案を閣議決定している。

この予算編成の基本的考え方は、足下の物価高に対応しつつ、持続的で構造的な賃上

げや、デフレからの完全脱却と民需主導の持続的な成長の実現に向け、必要な予算措置

を講じた、メリハリのきいた予算編成を行うこととしている。

経済の先行きについては、「我が国経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつ

ある中、３０年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済の先行きに

は前向きな動きが見られており、デフレから脱却できる千載一遇のチャンスを迎えてい

る。その一方で、賃金上昇は物価上昇に追いついておらず、個人消費は依然力強さを欠

いており、これを放置すれば、再びデフレに戻るリスクがあり、また、潜在成長率が０％

台半ばの低い水準で推移しているという課題もある。」としている。

経済財政運営に当たっては、「経済の再生が最優先課題である。経済あっての財政であ

り、財政を立て直し、そして、財政健全化に向けて取り組む。」とし、引き続き、「新し

い資本主義」の旗印の下、社会課題の解決に向けた取組みそれ自体を成長のエンジンに

変えることによって、民需主導の持続的な成長とデフレからの脱却、「成長と分配の好循

環」の実現を目指すこととし、まずは、総合経済対策を着実に実行し、物価高対策とと

もに、国民の可処分所得を下支えするための対策を講じる。また、持続的で構造的な賃

上げの実現に向け、その環境整備や中小企業等の価格転嫁の円滑化、リ・スキリングに

よる能力向上の支援など、三位一体の労働市場改革等に取り組む。併せて、「生産性向

上・供給力強化を通じて潜在成長率を高めるための国内投資の拡大を促進する。科学技

術の振興及びイノベーションの促進、グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）、半導体・ＡＩ等の分野での投資促進、新技術の

社会実装、海洋や宇宙等のフロンティアの開拓、スタートアップへの支援等や、少子化

対策・こども政策の抜本強化、包摂社会の実現、防災・減災、国土強靱化等の国民の安

全・安心の確保を始めとした重要な政策課題について必要な予算措置を講じ、その政策

効果を国民一人ひとり、全国津々浦々に届け、我が国経済を新たなステージへ移行させ

ていくことを目指す。」こととしている。

この方針に基づいて編成された令和６年度一般会計予算の規模は、１１２兆５，７１

７億円（前年度比１兆８，０９５億円、１．６％減）となっている。また「令和６年度

の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」においては、令和６年度の国内総生産は６

１５．３兆円程度、名目成長率は３．０％程度、実質成長率は１．３％程度となるもの

と見込まれている。

また、地方財政対策では、交付団体をはじめ地方が安定的な財政運営を行うために必

要となる一般財源総額について、令和５年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質

的に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講ずることとした。その概要は

次のとおりである。
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１ 地方財源の確保

２ 地方交付税の確保

総 額 １８兆６，６７１億円（前年度比 3,060 億円、1.7％）

①地方交付税の法定率分等 １６兆３，０５５億円

・所得税、法人税、酒税、消費税の法定率分 １６兆８，１８８億円

・国税減額補正精算分等 △５，１３３億円

②一般会計における加算措置（既住法定分等） ３，４８８億円

③特別会計（地方法人税法定率分等） ２兆 １２７億円

３ 地方債計画（通常収支分）

Ⅱ．予算編成の基本的な考え方

令和６年度の当初予算編成については、物価・原油価格高騰の影響がある中、「次の世

代に繋げる安来市」を目指し、第２次安来市総合計画の将来像「人が集い 未来を拓く

ものづくりと文化のまち」の実現に向けた施策、及び安来市まち・ひと・しごと創生総

合戦略による人口減少対策と安来市の創生を目的とした施策への取組みを重点的かつ

着実に推進することとし、中期財政計画を踏まえ、所要の経費を措置するものとした。

同時に、一層の行財政改革を進めるとともに、財政運営のさらなる健全化を図るため、

予算編成作業では、「歳入に見合った歳出」を念頭に、職員一人ひとりがコスト意識を

持って施策の優先順位を洗い出し、前例や既成概念にとらわれない徹底した節約や歳入

歳出両面での見直しを行った。

さらに、第４次行政改革大綱、同実施計画で位置づけた取組みを確実に実施すること

で歳出の適正化、将来負担の軽減を図り、特に市の保有する公共施設については、最適

な維持管理、運営を行うため、公共施設等総合管理計画を着実に推進するものとした。

また、自治体ＤＸについては、あらゆる分野において強力に推進することとするなど、

将来のまちづくりへの取り組みに向けた予算となるよう措置した。

Ⅲ．一般会計予算

１ 歳入歳出予算

総 額 ２７０億７，０００万円（前年度比９億２千万円 増減率３．５％）

一般財源総額 ６２兆７，１８０億円(前年度比 5,545 億円 0.9％）

①地方税 ４２兆７，３３０億円( 同 △1,421 億円 △0.3％）

②地方譲与税 ２兆７，２９２億円( 同 1,291 億円 5.0％）

③地方交付税 １８兆６，６７１億円( 同 3,060 億円 1.7％）

④地方特例交付金 1兆１，３２０億円( 同 9,151 億円 421.9％）

⑤臨時財政対策債 ４，５４４億円( 同 △5,402 億円 △54.3％）

総 額 ９兆２，１８４億円（前年度比 △2,797 億円、 △2.9％）

うち一般会計債 ５兆７，０６８億円（ 同 384 億円、 0.7％）

うち公営企業債 ２兆９，７７２億円（ 同 2,221 億円、 8.1％）

うち臨時財政対策債 ４，５４４億円（ 同 △5,402 億円、 △54.3％）
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本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減 増減率

　一　般　会　計 27,070,000 26,150,000 920,000 3.5

　特　別　会　計 10,667,780 11,855,660 △ 1,187,880 △ 10.0

国 民 健 康 保 険 事 業 3,605,000 3,917,000 △ 312,000 △ 8.0

後期高齢者医療事業 1,325,000 1,212,000 113,000 9.3

介 護 保 険 事 業 5,254,000 5,244,000 10,000 0.2

電 気 事 業 482,600 567,700 △ 85,100 △ 15.0

生 活 排 水 処 理 事 業 0 914,000 △ 914,000 皆減

母 里 財 産 区 870 620 250 40.3

井 尻 財 産 区 170 170 0 0.0

赤 屋 財 産 区 140 170 △ 30 △ 17.6

37,737,780 38,005,660 △ 267,880 △ 0.7

予　算　総　括　表

（単位：千円・％）

会 計 名

合　　　計
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本年度
予算額

前年度
予算額

比　較 伸　率 構成割合

1. 市 税 4,814,795 5,051,010 △ 236,215 △ 4.7 17.8

2. 地 方 譲 与 税 294,001 282,001 12,000 4.3 1.1

3. 利 子 割 交 付 金 4,000 4,000 0 0.0 0.0

4. 配 当 割 交 付 金 23,000 23,000 0 0.0 0.1

5. 株式等譲 渡所得 割交付 金 12,000 12,000 0 0.0 0.0

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 80,000 75,000 5,000 6.7 0.3

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 997,000 931,000 66,000 7.1 3.7

8. 環 境 性 能 割 交 付 金 18,000 14,000 4,000 28.6 0.1

9. 地 方 特 例 交 付 金 231,220 28,600 202,620 708.5 0.9

10. 地 方 交 付 税 10,054,000 9,750,000 304,000 3.1 37.1

普 通 交 付 税 8,924,000 8,620,000 304,000 3.5 33.0

特 別 交 付 税 1,130,000 1,130,000 0 0.0 4.2

11. 交通安全 対策特 別交付 金 4,981 5,535 △ 554 △ 10.0 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 87,250 91,958 △ 4,708 △ 5.1 0.3

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 381,154 395,461 △ 14,307 △ 3.6 1.4

14. 国 庫 支 出 金 2,564,079 2,852,430 △ 288,351 △ 10.1 9.5

15. 県 支 出 金 1,896,208 1,959,149 △ 62,941 △ 3.2 7.0

16. 財 産 収 入 12,674 12,719 △ 45 △ 0.4 0.0

17. 寄 附 金 640,002 630,002 10,000 1.6 2.4

18. 繰 入 金 1,670,473 1,405,178 265,295 18.9 6.2

19. 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

20. 諸 収 入 759,062 628,256 130,806 20.8 2.8

21. 市 債 2,526,100 1,998,700 527,400 26.4 9.3

臨 時 財 政 対 策 債 27,000 80,000 △ 53,000 △ 66.3 0.1

27,070,000 26,150,000 920,000 3.5 100.0

一般会計歳入予算款別内訳

（単位：千円・％）

款

歳　入　合　計
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（単位：千円）

R6年度 R5年度 比較

自主財源 8,365,411 8,214,585 150,826

依存財源 18,704,589 17,935,415 769,174

27,070,000 26,150,000 920,000

区　　　　分

（市税、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、繰入金、諸収入等）

（地方譲与税、地方交付税、国庫支出金、県支出金、交付金等、市債）

合　　　　計

市税  17.8%

分担金負担金 0.3%
使用料手数料 1.4%

財産収入 0.0%

繰入金 6.2%

諸収入等 5.2%

地方譲与税 1.1%

地方交付税 37.1%

国庫支出金 9.5%

県支出金 7.0%

交付金等 5.1%
市債 9.3%

自主財源 30.9%

依存財源 69.1%

R6年度

市税 19.3%

分担金負担金 0.4%

使用料手数料 1.5%

財産収入 0.0%

繰入金 5.4%

諸収入等 4.8%

地方譲与税 1.1%

地方交付税 37.3%

国庫支出金 10.9%

県支出金 7.5%

交付金等 4.2%
市債 7.6%

自主財源 31.4%

依存財源 68.6%

R5年度
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1. 議 会 費 180,262 181,235 △ 973 △ 0.5 0.7

2. 総 務 費 3,125,036 2,663,782 461,254 17.3 11.5

3. 民 生 費 7,439,407 7,276,977 162,430 2.2 27.5

4. 衛 生 費 2,369,356 2,368,378 978 0.0 8.8

5. 労 働 費 160,377 156,774 3,603 2.3 0.6

6. 農林水産業費 1,616,961 1,653,521 △ 36,560 △ 2.2 6.0

7. 商 工 費 878,413 1,156,856 △ 278,443 △ 24.1 3.2

8. 土 木 費 2,493,615 2,493,846 △ 231 0.0 9.2

9. 消 防 費 1,347,238 973,931 373,307 38.3 5.0

10. 教 育 費 2,953,810 2,664,327 289,483 10.9 10.9

11. 災 害 復 旧 費 77,000 87,450 △ 10,450 △ 11.9 0.3

12. 公 債 費 3,724,800 3,760,178 △ 35,378 △ 0.9 13.8

13. 諸 支 出 金 683,725 692,745 △ 9,020 △ 1.3 2.5

14. 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

27,070,000 26,150,000 920,000 3.5 100.0

国県支出金 地方債 その他

1. 議 会 費 180,262 0 0 0 180,262

2. 総 務 費 3,125,036 173,503 24,200 894,647 2,032,686

3. 民 生 費 7,439,407 2,952,607 170,800 322,847 3,993,153

4. 衛 生 費 2,369,356 56,826 46,900 317,721 1,947,909

5. 労 働 費 160,377 0 3,500 150,000 6,877

6. 農林水産業費 1,616,961 560,568 166,200 35,045 855,148

7. 商 工 費 878,413 57,762 89,100 181,487 550,064

8. 土 木 費 2,493,615 466,757 675,400 66,663 1,284,795

9. 消 防 費 1,347,238 0 540,500 23,529 783,209

10. 教 育 費 2,953,810 84,172 751,400 527,259 1,590,979

11. 災 害 復 旧 費 77,000 39,000 31,100 1,900 5,000

12. 公 債 費 3,724,800 1,053 0 150,502 3,573,245

13. 諸 支 出 金 683,725 40,000 0 643,724 1

14. 予 備 費 20,000 0 0 0 20,000

27,070,000 4,432,248 2,499,100 3,315,324 16,823,328

一般会計歳出予算款別内訳
（単位：千円・％）

歳　出　合　計

（単位：千円）

特定財源

歳　出　合　計

款
本年度
予算額

前年度
予算額

比　較 伸　率 構成割合

款
本年度
予算額

一般財源
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議会費 0.7%

総務費 11.5%

民生費 27.5%

衛生費 8.8%

労働費 0.6%

農林水産業費 6.0%
商工費 3.2%

土木費 9.2%

消防費 5.0%

教育費 10.9%

災害復旧費 0.3%
公債費等 16.4%

R6年度

議会費 0.7%

総務費 10.2%

民生費 27.8%

衛生費 9.1%

労働費 0.6%
農林水産業費 6.3%

商工費 4.4%

土木費 9.5%

消防費 3.7%

教育費 10.2%

災害復旧費 0.3%
公債費等 17.1%

R5年度
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本年度
予算額

前年度
予算額

比　較 伸　率 構成割合

1. 人 件 費 4,935,824 4,720,227 215,597 4.6 18.2

2. 物 件 費 4,821,329 4,440,449 380,880 8.6 17.8

3. 維 持 補 修 費 167,307 152,268 15,039 9.9 0.6

4. 扶 助 費 3,719,547 3,569,922 149,625 4.2 13.7

5. 補 助 費 等 3,508,024 3,026,672 481,352 15.9 13.0

6. 投 資 的 事 業 費 3,424,620 3,275,596 149,024 4.5 12.7

普 通 建 設 3,347,620 3,188,146 159,474 5.0 12.4

災 害 復 旧 77,000 87,450 △ 10,450 △ 11.9 0.3

7. 公 債 費 3,724,800 3,760,178 △ 35,378 △ 0.9 13.8

8. 出 資 金 貸 付 金 176,520 178,160 △ 1,640 △ 0.9 0.7

9. 積 立 金 683,715 692,531 △ 8,816 △ 1.3 2.5

10. 繰 出 金 1,888,314 2,313,997 △ 425,683 △ 18.4 7.0

11. 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

27,070,000 26,150,000 920,000 3.5 100.0

一般会計歳出予算性質別内訳

（単位：千円・％）

項　目

歳　出　合　計

-8-



（単位：千円）

R6年度 R5年度 比較

 義務的経費 12,380,171 12,050,327 329,844

 投資的経費 3,424,620 3,275,596 149,024

 その他の経費 11,265,209 10,824,077 441,132

27,070,000 26,150,000 920,000

区　　　　分

（人件費、扶助費、公債費）

（普通建設、災害復旧）

（物件費、維持補修費、補助費等、
　　　　　　出資金貸付金、　積立金、繰出金、予備費）

合　　　　計

人件費 18.2%

扶助費 13.7%

公債費 13.8%

普通建設 12.4%

災害復旧 0.3%

物件費 17.8%
維持補修費 0.6%

補助費等 13.0%

出資金貸付金 0.7%

積立金 2.5%

繰出金等 7.0%

義務的経費 45.7%

投資的経費 12.7%

その他の経費 41.6%

R6年度

人件費 18.1%

扶助費 13.7%

公債費 14.4%

普通建設 12.2%

災害復旧 0.3%

物件費 17.0%

維持補修費 0.6%

補助費等 11.6%

出資金貸付金 0.7%

積立金 2.6%

繰出金等 8.9%

義務的経費 46.1%

投資的経費 12.5%

その他の経費 41.4%

R5年度
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【一般会計当初予算額の推移】
(単位：千円)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

予    算    額 27,600,000 24,930,000 23,973,000 24,492,665 24,860,000 25,150,000 26,150,000 27,070,000

対前年度額 △ 1,600,000 △ 2,670,000 △ 957,000 519,665 367,335 290,000 1,000,000 920,000

対前年度比 △ 5.5% △ 9.7% △ 3.8% 2.2% 1.5% 1.2% 4.0% 3.5%

【普通交付税の推移】

（単位：千円）

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

普通交付税 7,862,230 7,593,413 7,706,144 8,377,833 8,833,219 8,811,653 8,769,875 8,924,000

臨時財政対策債 704,800 675,600 519,200 563,100 497,700 184,900 82,400 27,000

合         計 8,567,030 8,269,013 8,225,344 8,940,933 9,330,919 8,996,553 8,852,275 8,951,000

※R4までは決算額、R5は決算見込額、R6は当初予算額
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【市税の推移】
(単位：千円)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

個 人 市 民 税 1,612,697 1,638,407 1,618,533 1,587,932 1,512,191 1,535,102 1,542,700 1,383,500

法 人 市 民 税 402,299 384,173 269,066 178,280 167,757 200,133 164,190 223,000

固 定 資 産 税 2,942,807 2,880,819 3,032,433 3,028,360 2,973,319 2,932,830 2,882,804 2,817,747

そ     の     他 346,461 376,057 374,035 372,156 390,456 406,620 400,516 390,548

市     税     計 5,304,264 5,279,456 5,294,067 5,166,728 5,043,723 5,074,685 4,990,210 4,814,795

※R4までは決算額、R5は決算見込額、R6は当初予算額
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【性質別経費の推移】
当初予算比較 （単位：千円）

区　　　　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

人 件 費 4,451,979 4,398,138 4,440,911 4,805,244 4,807,384 4,716,267 4,720,227 4,935,824

物 件 費 3,880,288 3,867,141 4,063,274 3,572,296 3,878,606 4,037,913 4,440,449 4,821,329

維持補修費 135,736 137,604 158,756 143,572 144,036 150,252 152,268 167,307

扶 助 費 3,635,790 3,545,488 3,582,505 3,571,917 3,643,572 3,614,265 3,569,922 3,719,547

補 助 費 等 2,040,392 2,128,346 2,202,398 2,916,408 3,052,463 2,843,271 3,026,672 3,508,024

普通建設事業費 5,902,981 3,461,634 2,057,301 2,232,447 2,219,491 2,475,902 3,188,146 3,347,620

災害復旧事業費 116,000 86,000 86,000 79,000 85,247 248,382 87,450 77,000

公 債 費 3,739,332 3,708,600 3,774,000 4,149,063 3,945,649 3,930,515 3,760,178 3,724,800

積 立 金 257,560 256,320 254,240 178,480 177,760 177,360 178,160 176,520

貸 付 金 529,298 437,691 429,953 546,469 633,725 669,846 692,531 683,715

繰 出 金 2,890,644 2,883,038 2,903,662 2,277,769 2,252,067 2,266,027 2,313,997 1,888,314

予 備 費 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

合 計 27,600,000 24,930,000 23,973,000 24,492,665 24,860,000 25,150,000 26,150,000 27,070,000
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【普通建設事業費の推移】
当初予算比較

区　　　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

補助事業 1,304,668 1,056,953 988,805 983,685 861,797 904,603 1,175,561 1,159,383

単独事業 4,598,313 2,404,681 1,068,496 1,248,762 1,357,694 1,571,299 2,012,585 2,188,237

合　　　計 5,902,981 3,461,634 2,057,301 2,232,447 2,219,491 2,475,902 3,188,146 3,347,620

対前年増減額 △ 2,167,038 △ 2,441,347 △ 1,404,333 175,146 △ 12,956 256,411 712,244 159,474

対前年増減率 △ 26.9% △ 41.4% △ 40.6% 8.5% △ 0.6% 11.6% 28.8% 5.0%

（単位：千円）
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【特別会計繰出金等の推移】
当初予算比較 （単位：千円）

区　　　分 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

国民健康保険事業 354,151 335,675 321,503 338,001 322,935 313,049 292,838 284,685

後期高齢者医療事業 690,610 672,166 630,976 675,251 692,305 678,274 699,355 759,502

介護保険事業 735,321 730,354 795,670 793,472 785,604 804,184 828,808 844,118

生活排水処理事業 1,110,000 1,144,300 1,155,200 470,736 451,012 470,308 492,783 下水道事業に統合

下水道事業 713,852 795,477 686,321 695,993 1,232,071

水道事業 120,000 185,205 181,584 183,335 186,343 184,895 182,925 182,373

病院事業 570,000 600,000 688,000 624,000 624,000 600,000 650,000 650,000

合　　計 3,580,082 3,667,700 3,772,933 3,798,647 3,857,676 3,737,031 3,842,702 3,952,749

3,580
3,668

3,773
3,799 3,858

3,737 3,843

3,953

354
336 322

338
323 313

293 285

691 672

631

675
692

678
699

760735 730

796 793

786

804
829

844

1,110
1,144 1,155

471
451

470
493

714

795

686
696

1,232

120

185

182
183 186 185 183 182

570
600

688

624 624

600

650 650

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

特別会計繰出金等の推移

国民健康保険事業 後期高齢者医療事業 介護保険事業

生活排水処理事業 下水道事業 水道事業

病院事業

（百万円） 合計　（百万円）
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【基金現在高の推移】
土地開発基金を除く普通会計に係るもの (単位：千円)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

財政調整基金 1,713,667 1,404,296 878,496 578,708 728,791 1,028,973 1,229,843 1,030,736

減  債  基  金 396,379 396,520 396,582 176,643 176,677 177,060 236,579 207,066

庁舎等整備基金 795,540 646,876 576,495 401,897 262,990 108,043 18,135 10,153

地域振興基金 1,555,873 1,384,972 1,140,530 957,439 834,566 693,733 492,859 258,369

そ     の     他 3,283,520 3,268,036 3,210,494 3,293,845 3,219,670 3,195,774 3,022,933 2,507,269

合　　　　　　計 7,744,979 7,100,700 6,202,597 5,408,532 5,222,694 5,203,583 5,000,349 4,013,593

※R4までは決算額、R5以降は決算見込額
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【年度別地方債現在高及び借入・償還額の推移】
(単位：千円)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

4,437,300 3,292,400 2,085,100 1,906,400 2,128,900 1,625,300 2,220,600 2,526,100

3,735,677 3,681,632 3,743,387 4,772,491 4,183,229 4,148,522 3,755,917 3,721,800

元金 3,512,515 3,496,364 3,588,906 4,647,784 4,090,315 4,073,555 3,688,300 3,650,000

利子 223,162 185,268 154,481 124,707 92,914 74,967 67,617 71,800

38,479,021 38,275,057 36,771,251 34,029,867 32,068,452 29,620,197 28,152,497 27,028,597

対前年度額 924,685 △ 203,964 △ 1,503,806 △ 2,741,384 △ 1,961,415 △ 2,448,255 △ 1,467,700 △ 1,123,900

対前年度比 2.5% △ 0.5% △ 3.9% △ 7.5% △ 5.8% △ 7.6% △ 5.0% △ 4.0%

※R4までは決算額、R5は決算見込額、R6は当初予算額
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【財政力指数の推移】（３ヵ年平均）

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

※R4までは決算数値、R5は決算見込数値、R6は中期財政計画の数値

【経常収支比率の推移】
(単位：％)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

※R4までは決算数値、R5以降は中期財政計画の数値

【実質公債費比率の推移】（３ヵ年平均）
(単位：％)

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

※R4までは決算数値、R5以降は中期財政計画の数値
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